
-令和６年度決算版-

所沢市 財政のツボ

所沢市財務部財政課

TOKOROZAWA CITY



所沢市の財政状況を
詳しく解説します︕
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 歳入決算（普通会計）

約１，３８６億円（前年度比約＋６３億円、４．７％の増）

 歳出決算（普通会計）

約１，３０４億円（前年度比約＋５８億円、４．６％の増）

 主な財政指標

・実質公債費比率 ５．０％（前年度５．１％ ）
実質公債費比率は、市の標準的な収入に対する借金の返済額の割合を示すもので、
直近３か年の平均値で表します。

・経常収支比率 ９５．５％（前年度９５．２％ ）
経常収支比率は、経常的な一般財源収入に対する経常的な支出の割合を示すもの
で、数値が高くなると財政の硬直化が懸念されます。

１．令和６年度普通会計決算の概況
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～ ここが財政のツボ！！ ～ 普通会計とは？

ここでの決算は「普通会計」で集計しています。普通会計は、各自治体の決算を統一的に比較できるようにす

るため、全国共通の計算方法により集計したものです。所沢市の場合、一般会計に狭山ケ丘土地区画整理

特別会計、所沢駅西口土地区画整理特別会計及び下水道事業会計の一部を合算して普通会計として算出し

ています。



２．歳入決算【内訳と解説】
市税･･･市民の皆さんや市内に事業所がある法

人が納めた市民税や固定資産税などで
す。

国庫支出金 ･･･国が認めた事業に対して配分さ
れたものです。

県支出金 ･･･県が認めた事業に対して配分され
たものです。

地方消費税交付金･･･地方消費税の市財源分と
して交付されるものです。

地方債･･･道路や各公共施設を整備する際に銀行
などから借り入れたものです。

地方交付税･･･すべての地方団体が一定の行政
サービス水準を維持できるよう
財源を保障する見地から、国税
として国が代わって徴収し、一
定の基準により再配分するもの
です。

財産収入･･･市が有する財産の貸付け、売払いなど
により得た現金収入のことです。
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市税
555

国庫支出金
282

県支出金
82

地方消費税交付金
80

地方債
80

地方交付税
42

財産収入
2

その他
263

単位：億円

市税 国庫支出金
県支出金 地方消費税交付金
地方債 地方交付税
財産収入 その他

歳入合計
1,386億円



２．歳入決算【主な項目の増減】

～ ここが財政のツボ！！ ～ 歳入の増額要因は？

令和６年度の歳入は前年度と比較して約６３億円の増額になりました。

主な理由として、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（国庫支出金）や地方交付税のほか公共施設

の整備事業に必要な資金となる地方債の増額があげられます。
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※表中の金額は億円単位の概数で示していますが、構成比及び増減率は千円単位の決算額における数値です

単位：億円

比較増減 増減率

市税 555 40.1% 556 42.0% ▲ 1 ▲ 0.2%

国庫支出金 282 20.4% 263 19.9% 19 7.2%

県支出金 82 5.9% 77 5.8% 5 6.9%

地方消費税交付金 80 5.8% 77 5.8% 3 5.1%

地方債 80 5.7% 64 4.8% 16 25.0%

地方交付税 42 3.0% 30 2.3% 12 38.1%

財産収入 2 0.1% 2 0.2% 0 ▲ 16.5%

その他 263 19.0% 254 19.2% 9 3.3%

歳入合計 1,386 100.0% 1,323 100.0% 63 4.7%

R６年度（構成比 ） R５年度（構成比）



２．歳入決算【５年間の推移】
単位：億円（左から順に）
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単位：億円

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

個人市民税 233.0 228.0 234.0 237.6 232.4
法人市民税 24.7 25.9 28.2 26.5 29.6
固定資産税 206.1 207.9 212.9 216.3 216.6
軽自動車税 5.0 5.2 5.6 5.7 6.1
市たばこ税 18.7 19.8 20.9 20.9 20.7
事業所税 7.4 8.2 8.1 8.3 8.3
都市計画税 39.1 39.6 40.0 40.7 41.2
合計 534.0 534.6 549.7 556.0 554.9

２．歳入決算【市税収入の推移】
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～ ここが財政のツボ！！ ～ 市税の減額要因は？

令和６年度の市税収入は、前年度と比較して１．１億円減額となりましたが、物価上昇の負担軽減を目的とし

た定額減税により個人市民税が減額となっていることが要因です。しかし、定額減税は国の制度であることか

ら、地方公共団体の減収分は地方特例交付金が全額交付されており、実質的な市税収入は増加していると

いえます。

Ｑ．所沢市の税金は高い？
A ． 「個人市民税」を例にしますと、個人市民税には、税を負担する人が広く均等に負担する「均等割」と、所得に応じて負
担する「所得割」がありますが、本市においては、いずれも地方税法で定める「標準税率」を適用しており、「他市と比較し
て高い」ということはありません。



２．歳入決算【普通交付税の推移】
普通交付税・・・自治体間の財源の不均衡を調整し、どの地域に住む国民にも一定の行政サービスを提供できるよう

一定の基準によって国が再配分する地方の固有財源です。所得税、法人税、酒税、消費税の一定割
合及び地方法人税を原資としています。
基準財政需要額から基準財政収入額を差し引いた額をもとに交付額が算定されます。

基準財政需要額・・・人口や面積など、共通の尺度を基に算出した、各団体が標準的な行政サービスを行うため
必要と想定される一般財源の額です。

基準財政収入額・・・各団体の標準的な一般財源の収入額です。
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【普通交付税と臨時財政対策債について】
 臨時財政対策債の概要
普通交付税は、前述のとおり所得税、法人税、酒税、消費税の一定割合及び地方法人税を原資として、各地方公
共団体に配分・交付されます。この原資の総額が、地方団体の財源不足額の総額に足りない場合、これを補てんす
るために発行を認められたものが「臨時財政対策債」です。つまり、基準財政需要額の一部を「臨時財政対策債」へ
振替を行うことで、普通交付税の総額としての財源保障機能を補完しています。

臨時財政対策債の元利償還金相当額は、その全額が後年度の普通交付税の基準財政需要額に算入される仕組
みとなっています。

普通交付税の原資が不足しているため、基準財政需要額の一部を
臨時財政対策債へ振替えることにより、不足分をまかなっています。
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本来は全額が普通交付税として交付

※なお、令和７年度は普通交付税の財源不足が解消
されたため、臨時財政対策債は発行されませんでした。



３．歳出決算【内訳と解説（目的別分類）】

民生費 ･･･ 児童福祉、障害者福祉、高齢者福祉
などに要する経費です。

衛生費 ･･･ 保健衛生や環境対策、ごみ処理
などに要する経費です。

総務費 ･･･ 住民票の交付や市税の賦課徴収、市庁舎
の管理などに要する経費です。

教育費 ･･･ 小・中学校、幼稚園、図書館、
体育館の運営などに要する経費です。

土木費 ･･･ 道路建設・改修、公園整備など、
まちづくりに要する経費です。

公債費 ･･･ 市が借り入れた市債を返済するため
の経費です。

消防費 ･･･ 消防や災害対策のための経費です。
（その他に含まれるもの）
議会費 ･･･ 市議会の運営などに要する経費です。
労働費 ･･･ 勤労者を支援するための経費です。
商工費 ･･･ 商工業や観光の振興などに要する経費です。
農林水産業費 …農業の振興に要する経費です。
災害復旧費…大雨・台風などの災害により被災した施設

を復旧するための経費です。（R6年はゼロ）
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民生費
607

衛生費
153

総務費
147

教育費
142

土木費
121

公債費
76

消防費
41

その他
17

単位：億円

民生費 衛生費 総務費 教育費

土木費 公債費 消防費 その他

歳出合計

1,304億円



３．歳出決算【主な項目の増減（目的別分類）】
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※表中の金額は億円単位の概数で示していますが、構成比及び増減率は千円単位の決算額における数値です。

～ ここが財政のツボ！！ ～ 目的別歳出の増額要因は？

令和６年度の歳出は、前年度と比較して約５８億円の増額となりました。低所得世帯価格高騰重点支援給付

金（民生費）の支出があったほか、第２一般廃棄物最終処分場整備工事費（衛生費）や所沢駅ふれあい通り線

立体交差工事負担金を含む市街地整備費用（土木費）の増額が主な要因となっています。

単位：億円

比較増減 増減率

民生費 607 46.6% 582 46.6% 25 4.5%

衛生費 153 11.7% 125 10.1% 28 21.6%

総務費 147 11.3% 158 12.7% ▲ 11 ▲ 6.9%

教育費 142 10.9% 143 11.5% ▲ 1 ▲ 0.7%

土木費 121 9.3% 104 8.3% 17 17.2%

公債費 76 5.8% 77 6.2% ▲ 1 ▲ 2.2%

消防費 41 3.1% 41 3.3% 0 ▲ 0.9%

その他 17 1.3% 16 1.3% 1 3.3%

歳出合計 1,304 100.0% 1,246 100.0% 58 4.6%

R６年度（構成比 ） R５年度（構成比）
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３．歳出決算【５年間の推移（目的別分類）】

単位：億円
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計１，１６９億円

計１，４５１億円

計１，１８８億円

計１，２４６億円

計１，３０４億円



３．歳出決算【内訳と解説（性質別分類）】

扶助費 ･･･ 社会保障制度の一環として、児童、
高齢者、障害者等を援助するため
に要する経費です。

人件費 ･･･ 報酬、給料、職員手当など労働の
対価として支払われる経費です。

物件費 ･･･ 旅費、需用費、委託料など
消費的性質の経費です。

普通建設事業費 ･･･道路や学校等の公共施設
の整備に要する経費です。

補助費等 ･･･ 補助金や報償費などの経費です。

繰出金 ･･･ 他会計に対し支出するための経費
です。

公債費 ･･･市債の返済に要する経費です。

積立金 ･･･ 基金への積立の経費です。

（その他に含まれるもの）
維持補修費…公共施設等の効用を保全するための

補修などの経費です。
災害復旧費…大雨・台風等の災害により被災した施設

を復旧するための経費です。
（R6年はゼロ）
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歳出合計

1,304億円



３．歳出決算【主な項目の増減（性質別分類）】

※表中の金額は億円単位の概数で示していますが、構成比及び増減率は千円単位の決算額における数値です。
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～ ここが財政のツボ！！ ～ 性質別歳出の増額要因は？

性質別歳出の前年度比較においても、低所得世帯価格高騰重点支援給付金の支出が扶助費の増額要因に

なっているほか、第２一般廃棄物最終処分場整備工事費や所沢駅ふれあい通り線立体交差工事負担金が普

通建設事業費の増額の主な要因になっています。

単位：億円

比較増減 増減率

扶助費 383 29.5% 351 28.2% 32 9.2%

人件費 193 14.8% 183 14.7% 10 5.6%

物件費 188 14.4% 177 14.2% 11 6.1%

普通建設事業費 160 12.3% 123 9.8% 37 30.6%

補助費等 123 9.4% 131 10.5% ▲ 8 ▲ 6.2%

繰出金 115 8.8% 120 9.7% ▲ 5 ▲ 4.6%

公債費 76 5.8% 77 6.2% ▲ 1 ▲ 2.2%

積立金 58 4.4% 75 6.0% ▲ 17 ▲ 23.1%

その他 8 0.6% 9 0.7% ▲ 1 ▲ 6.5%

歳出合計 1,304 100.0% 1,246 100.0% 58 4.6%

R６年度（構成比 ） R５年度（構成比）



３．歳出決算【５年間の推移（性質別分類）】
単位：億円
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計１，４５１億円

計１，１８８億円

計１，１６９億円

計１，２４６億円

計１，３０４億円
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３．歳出決算【５年間の推移（性質別・普通建設事業費）】
単位：億円 【これまでの主な実施事業】

 令和２年度
• 東部クリーンセンター延命化事業
• 歩行者ネットワーク整備事業
• 第2一般廃棄物最終処分場整備事業

 令和３年度
• 観光情報・物産館整備事業
• 北秋津・上安松地区都市緑地保全事業

 令和４年度
• 市庁舎施設整備事業（自動昇降機改修工事）
• 小学校施設維持管理事業（トイレ・LED化整

備改修工事）

 令和５年度
• 学校給食センター整備事業
• 小中学校施設維持管理事業（トイレ・LED化

整備改修工事）
• 土地利用転換推進事業

 令和６年度
• 第2一般廃棄物最終処分場整備事業
• 所沢駅ふれあい通り線道路築造事業
• 土地利用転換推進事業
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～ ここが財政のツボ！！ ～ 普通建設事業費の増額要因は？

令和６年度は、第２一般廃棄物最終処分場整備事業や所沢駅ふれあい通り線道路築造事業（いずれも補助

事業）のほか、土地利用転換推進事業（単独事業）の増額が主な要因になっています。



４．市債残高の状況
単位：億円
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～ ここが財政のツボ！！ ～ 市債残高の推移は？

市債の残高は、平成１６年度末には普通会計の合計が７２４億円ありましたが、その後減少傾向が続き、平

成３０年度末には５７９億円となりました。しかし、令和２年度には、東部クリーンセンター延命化事業、歩行者

ネットワーク整備事業、第２一般廃棄物最終処分場整備事業など、大型の事業に伴う借入増により、６５９億

円に増加しました。その後、令和３年度から令和６年度にかけては、新たな借入額よりも返済額（公債費）が

上回っているため、減少傾向にあります。



Ｑ．そもそもなぜ市債が必要なの︖
Ａ．一時的に多額の資金を調達する必要があることや世代間負担の
公平性を保つためです。
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～ ここが財政のツボ！！ ～

公共施設の整備など大規模な事業を行うには、一時的に多額のお金
が必要になります。これをその年度の収入だけで賄おうとすると、他の
事業にお金が回らなくなってしまいます。

また、道路や公共施設などは、世代を超えて何十年も利用することが
できます。市債の借入をしなかった場合、整備した年に税金等で負担し
た世代と、その後に道路や公共施設を利用していく世代の間で不公平
が生じてしまいます。

市債の借入をすることで将来の世代にも負担を分配でき、世代間の負
担を公平にすることができるという効果もあります。

４．市債残高の状況（ツボ①）



Ｑ．市債の返済額は多過ぎない︖
Ａ．財政指標では、健全の範囲となっています
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～ ここが財政のツボ！！ ～

市債の返済額が身の丈に合ったものかを確認するための指標として、
「実質公債費比率」というものがあります。市の収入に対する、公債費
（市債の返済額）の割合を示したもので、２５％（早期健全化基準）を超え
ると、新たな市債の借入をするのに制限が出てきます。

•所沢市の令和６年度実質公債費比率は、５.０％であり、健全な範囲内
であるといえます。しかし、令和３年度は３.９％、令和４年度は４.７％、
令和５年度５．１％と年々上昇しているため、今後も健全な財政運営を

続けるために、計画的な借入を行っていきます。

４．市債残高の状況（ツボ②）



５．主な基金の状況

 上表の他に市で設置している基金は次のとおりです。
土地開発基金、入学準備金貸付基金、福祉資金貸付基金、交通遺児奨学基金、小・中学生文化スポーツ振興基金、
介護保険保険給付費準備基金、国民健康保険財政調整基金、国民健康保険出産費資金貸付基金
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６．自治体の健康診断（令和６年度財政健全化判断比率）

※（県内市全40市中、低率順）
① 実質赤字比率

普通会計の赤字額が財政規模に対してどの程度かを示す比率です。
② 連結実質赤字比率

実質赤字比率に加えて、特別会計及び事業会計を含めた市の全ての会計を合算した
赤字額が財政規模に対してどの程度かを示す比率です。

③ 実質公債費比率
普通会計が負担する実質的な公債費がどの程度かを示す比率です、過去３年間の平均
値により算出します。

④ 将来負担比率
将来負担すべき市債や債務負担行為などの実質的な負債額が財政規模に対してどの位
の割合になっているかを示す比率です。実質的な負債額が収入の何年分（100％で１
年分）に相当するかを示しています。

20



６．自治体の健康診断（財政健全化判断比率の推移）
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～ ここが財政のツボ！！ ～ 所沢市の財政は健全なの？

健全化判断比率には、前ページの①～④の４つの指標があります。４つの指標のうち１つでも財政健全化

法に規定する基準（早期健全化基準・財政再生基準）を超えた場合は、「早期健全化団体」あるいは「財政

再生団体」に指定されます。

早期健全化団体は自主的な努力で財政の健全化を図りますが、財政再生団体になると、国の指導の下、

財政を再生させなくてはいけなくなります。

所沢市は黒字であるため、①及び②については『ハイフン表示』となっております。③については、早期健

全化基準・財政再生基準といった国の定める基準を大きく下回っておりますが、近年の大型の事業に伴う市

債の借入増により上昇傾向が見られます。④についても、早期健全化基準といった国の定める基準を大き

く下回っておりますが、③と同様の理由から微増しております。



７．その他の状況
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～ ここが財政のツボ！！ ～ 経常収支比率とは？

経常収支比率とは、市税など毎年決まって収入されるお金が、人件費、扶助費、公債費など毎年決まって

支払わなければならない経費にどの位使われているかを示すもので、財政の弾力性や硬直度を見る指標で

す。この比率が高いほど財源に余裕がなくなり、自由に使えるお金が少なくなります。

所沢市の近年の状況は、令和２年度までは社会保障経費などの歳出の増により、９５％前後と高い比率で

推移していました。令和３年度は地方交付税や臨時財政対策債などの歳入の増により９０％に減少しました

が、その後は、子ども医療対策費や各種予防接種費などの歳出の増により、令和６年度は９５．５％に増加

したため、財政の硬直化が進んでいる状況といえます。



８．財政のこれから（中長期財政計画）
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所沢市では、市税収入をはじめとする歳入の予測及び各種計画と連携した歳出の見通しを中長期的な視点から示
し、計画的で持続可能な財政運営を推進するために、中長期財政計画を策定しています。 単位：億円

～ ここが財政のツボ！！ ～ 今後の見通しは？

歳入は、令和８年度までは市税の増加を見込んでいますが、それ以降は、生産年齢人口の減少等の影響によ
り減少傾向が見込まれます。また、歳出は扶助費や公債費などの増加が見込まれ、慢性的な財政の硬直化が
懸念されます。 本推計では、歳入と歳出の均衡を図るため、財政調整基金等の取り崩しにより財源の調整を
行っていますが、新しい市民ニーズや不測の事態に対応するため、一定規模の基金残高を維持し、持続可能で
健全な財政運営を目指してまいります。



おわりに

『財政のツボ』は、より多くの人が所沢市の財政を身近に感じ、
理解を深めていただくために毎年作成しているもので、

所沢市の財政状況を市民の方をはじめ、
対外的に分かりやすく報告しているものです。

本市において、歳入は約半分を市税が占めていますが、
生産年齢人口の減少等により、今後の大幅な伸びは期待できません。

一方で歳出は、社会保障経費（扶助費）の増加に加え、
公共施設の老朽化対策等の普通建設事業費に対する公債費の増など

今後も様々な財政需要が見込まれています。

こうした中、本市では中長期的な視点で財政収支を見極めながら、
限られた財源を効果的・効率的に活用し、

市民サービスの向上と持続可能な財政運営に努めてまいります。
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